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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期
第２四半期
累計期間　

第16期
第２四半期
累計期間　

第15期
第２四半期
会計期間　

第16期
第２四半期
会計期間　

第15期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 255,403 325,143 136,609 173,529 594,667

経常利益(千円) 9,030 52,821 18,181 38,088 56,872

四半期（当期）純利益(千円） 8,885 50,640 17,873 37,633 47,411

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 322,420 322,420 322,420

発行済株式総数（株） － － 11,631 11,631 11,631

純資産額（千円） － － 498,535 547,308 503,413

総資産額（千円） － － 592,403 668,462 638,943

１株当たり純資産額（円） － － 48,439.1558,769.6654,142.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
843.28 5,446.391,736.624,047.524,647.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 5,413.78 － 4,039.26 －

１株当たり配当額（円） － － － － 750.00

自己資本比率（％） － － 84.2 81.7 78.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,376 43,604 － － 49,078

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△5,825 △4,956 － － △31,159

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△20,729 △6,580 － － △54,375

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 381,860 405,402 373,335

従業員数（人） － － 38 40 39

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

　　　　３．第15期、第15期第２四半期累計期間及び第15期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

　提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人）　　 40 (1)

　（注）従業員数は就業人員（常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの

派遣社員を含みます。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 (1) 生産実績

当第２四半期会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）　

前年同四半期比（％）　

アプリケーション開発事業（千円） 25,923 －

受託開発事業（千円） 28,000 －

合計（千円） 53,923 －

　（注）１．金額は製造原価によっております。

        ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（2）受注状況

当第２四半期会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（千円）

前年同四半期比　　　
（％）　

受注残高
（千円）

　前年同四半期比
　（％）

アプリケーション開発事業 108,660         － 19,937      －

受託開発事業 32,106 － 8,695 －

合計 140,766        － 28,632       －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（3）販売実績

当第２四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）　

前年同四半期比（％）　

　アプリケーション開発事業（千円） 126,257 －

　受託開発事業（千円） 47,271 －

合計（千円） 173,529 －

　（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　２．前第２四半期会計期間及び当第２四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

　ティーシス・ジャパン株式会社 18,262 13.4 19,762 11.4

３． 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期会計期間（平成22年７月１日～平成22年９月30日）におけるわが国の経済は、アジア向けの輸出や

生産の増加、猛暑効果による消費増などにより、景気は回復傾向にあるものの、急激な円高の進行、不安定な雇用情

勢、デフレ傾向の強まりなど、引き続き予断を許さない状況にあります。当社が属する情報サービス産業において

も、IT投資を抑制する企業は依然として多く、厳しい競争環境が続いています。

このような状況の下、当事業年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日）は、収益改善策として前事業年度に取

り組んだ利益率の高いASP・SaaS※の増強を継続しつつ、中長期的な視点での当社の発展のため、新しい成長エンジ

ンを発掘・育成することに注力しております。アプリケーション開発事業に比べると特色や利幅の薄い受託開発事

業は思い切って縮小し、アプリケーション開発事業や新規事業のテストマーケティング等の業務への再配置を進め

ています。

これらの結果、当第２四半期会計期間においては、売上高173,529千円（前年同期比27.0％増）、営業利益38,008千

円（前年同期比114.9％増）、経常利益38,088千円（前年同期比109.5％増）、四半期純利益37,633千円（前年同期

比110.6％増）となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①アプリケーション開発事業

増強中のASP・SaaS案件がおおよそ順調に進んだことに加え、比較的大型の案件の受注や、第３四半期以降の案件の

前倒し受注等もあり、当第２四半期会計期間の売上高は126,257千円（前年同期比32.8％増）となりました。

　

②受託開発事業

前述のとおり、新しい成長エンジン発掘のため、発展的に事業を縮小中ですが、既存案件の納品等により、当第２四

半期会計期間の売上高は47,271千円（前年同期比13.8％増）となりました。

　

※ASP・SaaS（エーエスピー・サース）

ソフトウェア提供者（この場合、当社）が管理するサーバー上で稼動しているソフトウェアを、ユーザー企業がイ

ンターネット経由でサービスとして利用する形態。ユーザー企業は、サーバー・ソフトウェアの管理やライセンス

費用の負担なく、毎月の使用料を支払うことで、比較的安価な利用が可能となる。　

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ29,518千円増加し、668,462千円（前事業年度末比4.6％

増）となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べ受取手形及び売掛金が9,505千円減少した一方で、現金及び預金が32,096千円増

加したことにより25,277千円増加いたしました。固定資産は、前事業年度末に比べ差入保証金が17,312千円減少し

た一方で、有形固定資産が19,203千円増加したことにより4,241千円増加いたしました。

当第２四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ14,375千円減少し、121,154千円（前事業年度末比10.6％

減）となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べ買掛金が11,837千円減少したことにより21,051千円減少いたしました。固定負債

は、第１四半期会計期間より資産除去債務6,854千円を計上したことにより6,675千円増加いたしました。

当第２四半期会計期間末の純資産は、前事業年度に比べ43,894千円増加し、547,308千円（前事業年度末比8.7％

増）となりました。これは、剰余金の配当により6,973千円減少した一方で、四半期純利益50,640千円を計上したこ

とによるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物残高（以下、「資金」という）は、第１四半期会計期間末に

比べ14,650千円増加し、405,402千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な発生要因は次のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は、6,151千円（前年同期比995.3％増）となりまし

た。主な資金減少要因として売上債権の増加額43,831千円があったものの、主な資金増加要因として税引前四半期

純利益37,449千円、その他流動資産の減少額5,886千円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において投資活動の結果得られた資金は、10,636千円（前年同期に投資活動の結果支払わ

れた資金1,399千円）となりました。主な資金減少要因として有形固定資産の取得による支出4,283千円があったも

のの、主な資金増加要因として差入保証金の回収による収入17,312千円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において財務活動の結果支払われた資金は、2,136千円（前年同期に財務活動の結果支払わ

れた資金２千円）となりました。これは、配当金の支払額によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題　

　　　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当第２四半期会計期間における研究開発費の総額は、9,881千円であります。

　　なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、重要な資産の除却又は売却はありません。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,260

計 46,260

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,631 11,631
 東京証券取引所

 マザーズ

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 11,631 11,631 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には平成22年11月１日からこの四半期報告書の提出日までの新株予約権等の行使により

　　発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

（平成14年12月16日臨時株主総会特別決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 83

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　 　249　(注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　33,334　(注）１，３

新株予約権の行使期間 平成17年12月１日から

平成24年12月16日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 33,334 

 資本組入額 16,667

新株予約権の行使の条件 　（注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 　──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  　── 

　（注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日を

もって１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。
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２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について

株式分割又は株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式の数は次の算式により調整されるものとす

る。ただし、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

なお、調整の結果生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整により各新株予約権の

行使により発行される株式数が０となる場合には、かかる調整は行わないものとする。また、これらの端数処

理については、その後に生じた株式数の調整事由に基づく株式数の調整にあたり、かかる端数を調整前株式

数に適切に反映したうえで、調整後株式数を算出するものとする。

３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合は除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの行使価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

 既発行株式数　＋　新規発行株式数

上記のほか、新株予約権発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、

その他これらの場合に準じ、発行価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適

切に調整されるものとする。

４．新株予約権の行使の条件

①新株予約権の当社取締役又は従業員以外の第三者への譲渡、質入その他の処分は認めない。

②新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。

③新株予約権者は新株予約権行使時においても当社、当社子会社又は当社の関係会社の役員または従業員であ

ることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。　
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 （平成16年10月25日臨時株主総会特別決議　平成16年11月12日取締役会決議に基づく発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 19

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　      57  (注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　93,334　(注）１，３

新株予約権の行使期間 平成18年12月1日から

平成26年9月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 93,334 

 資本組入額 46,667

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者にお

いて、これを行使することとし、新株予約権者が死亡し

た場合、相続人はこれを行使できないものとする。

②新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並び

に監査役であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員或

いは監査役であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限

りでない。

③この他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会

決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予

約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　── 

　（注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日を

もって１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。

２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について

新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

    既発行
株式数

＋
新規発行又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数
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上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。

 

 （平成16年10月25日臨時株主総会特別決議　平成17年4月22日取締役会決議に基づく発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 9

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  　　  27　(注）１，２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　247,000　(注）１，３

新株予約権の行使期間 平成19年5月1日から

平成26年9月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　 247,000 

 資本組入額 123,500

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者にお

いて、これを行使することとし、新株予約権者が死亡し

た場合、相続人はこれを行使できないものとする。

②新株予約権発行時において当社取締役及び従業員並び

に監査役であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社又は当社の関係会社の役員又は従業員或

いは監査役であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限

りでない。

③この他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会

決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株予

約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ──

　（注）１．平成17年３月３日開催の取締役会決議に基づき、平成17年３月31日現在の株主に対し平成17年６月１日を

もって１株を３株に分割する株式分割を行っており、その影響を調整しております。

２．新株予約権の目的となる株式の数の調整について

当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

 調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。
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３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の調整について

新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき（新株予約権

の行使及び平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19に基づく新株引受権並びに新株引受権付社債に付され

た新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。

    既発行
株式数

＋
新規発行又は処分株式数 × １株当たり払込金額又は処分価額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切

り上げる。

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行う。

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（平成22年６月25日開催の定時株主総会決議　平成22年８月11日取締役会決議に基づく発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 850

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）  　  850　(注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　43,689　(注）２

新株予約権の行使期間 平成24年９月１日から

平成28年８月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

 発行価格　　43,689 

 資本組入額　21,845

新株予約権の行使の条件 ① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権

者」という。）は、新株予約権の権利行使時において、当

社の取締役、監査役及び従業員であることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年による退職、その他当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでは

ない。

② 新株予約権の相続はこれを認めない。

③ 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めな

い。　

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の承認を要する。

代用払込みに関する事項  ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）３

新株予約権の取得条項に関する事項  （注）４

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的である株式の数は当社普通株式１株とする。

なお、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により

目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されて

いない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数については、

これを切り捨てる。 

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少を行う場合等、目的である株式の数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める

株式の数の調整を行うものとし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。　

　　　２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付される株式１株当たりの払

込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」とい

う。）の平均値に1.05を乗じて得た金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が割当日の終値

を下回る場合は、当該終値を行使価額とする。
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なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

株式分割・株式併合の比率

また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行

使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げ

る。

　

調整後

行使価額

　

＝

　

調整前

行使価額

　

×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記株式数において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。

また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の

調整を行うものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　　　３．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下「組

織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約権

（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げ

る株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合に

おいては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。

② 新株予約権の目的である株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である株式の数

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記に定

める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額に２分の１を乗じた額（ただし、１円未満の端数は切り上げる。）とす

る。資本金として計上しないこととした額は資本準備金とする。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧ 新株予約権の取得事由及び条件

当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書又は分割契約書、

当社が完全子会社となる株式交換契約書、もしくは株式移転計画書が当社株主総会で承認されたとき（株主

総会の承認が必要ない場合は、当社取締役会で承認されたとき）は、取締役会が別途定める日に新株予約権

を無償で取得できるものとする。

⑨ 新株予約権の行使条件

上記に準じて定めるものとする。

　　　４．新株予約権の取得条項に関する事項

　　　　　当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる会社分割についての分割計画書又は分割契約書、当社が完

全子会社となる株式交換契約書、もしくは株式移転計画書が当社株主総会で承認されたとき（株主総会の承認

が必要ない場合は、当社取締役会で承認されたとき）は、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得

できるものとする。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　　
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成22年７月１日～

　平成22年９月30日
－ 11,631 － 322,420 － 697

　

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

 江　藤　　　晃  神奈川県茅ヶ崎市 3,508 30.16

 西　田　　　徹  東京都世田谷区 296 2.54

 斉　藤　義　弘  東京都世田谷区 286 2.46

 インターワイヤード株式会社  東京都品川区南大井５丁目19－８ 207 1.78

 日本証券金融株式会社  東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 200 1.72

 北　村　秀　一  東京都江東区 179 1.54

 磯　野　正　美  神奈川県厚木市 177 1.52

 坂　本　裕　弘  千葉県松戸市 110 0.95

 芹　沢　福　夫  静岡県三島市 102 0.88

 山　野　篤　史  神奈川県川崎市中原区 90 0.77

計 － 5,155 44.32

（注）上記のほか、自己株式が2,333株あります。　
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　         － － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） 　         － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） 　         － 　　　　　 － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　2,333 － 　　　　　－

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　9,298 9,298

　権利内容に何ら限定の

ない当社における標準と

なる株式

単元未満株式 　　　　　－ － 　　　　　－

発行済株式総数 11,631 － －

総株主の議決権 － 9,298 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社エイジア
東京都品川区西五反田

七丁目21番１号
2,333 － 2,333 20.06

計 － 2,333 － 2,333 20.06

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 71,000 72,200 52,500 45,950 38,800 36,900

最低（円） 34,300 39,900 39,400 38,000 29,500 30,850

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平

成22年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。

　

　３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 435,716 403,620

受取手形及び売掛金 119,116 128,622

仕掛品 5,948 3,741

その他 16,675 16,330

貸倒引当金 △1,691 △1,826

流動資産合計 575,766 550,488

固定資産

有形固定資産 ※
 27,819

※
 8,616

無形固定資産 13,600 14,634

投資その他の資産

その他 51,406 65,333

貸倒引当金 △130 △130

投資その他の資産合計 51,276 65,203

固定資産合計 92,695 88,454

資産合計 668,462 638,943

負債の部

流動負債

買掛金 9,197 21,034

未払法人税等 1,423 1,994

製品保証引当金 151 361

賞与引当金 7,800 7,685

本社移転損失引当金 － 6,880

その他 82,559 84,226

流動負債合計 101,132 122,183

固定負債

長期前受収益 7,450 9,549

繰延税金負債 5,715 3,795

資産除去債務 6,854 －

固定負債合計 20,021 13,345

負債合計 121,154 135,529

純資産の部

株主資本

資本金 322,420 322,420

資本剰余金 243,954 301,086

利益剰余金 50,640 △50,158

自己株式 △75,467 △75,467

株主資本合計 541,548 497,881

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,892 5,532

評価・換算差額等合計 4,892 5,532

新株予約権 867 －

純資産合計 547,308 503,413

負債純資産合計 668,462 638,943
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 255,403 325,143

売上原価 96,108 108,955

売上総利益 159,295 216,187

販売費及び一般管理費 ※
 150,687

※
 163,624

営業利益 8,607 52,563

営業外収益

受取利息 136 110

受取配当金 6 6

未払配当金除斥益 544 －

雑収入 38 151

営業外収益合計 725 267

営業外費用

支払手数料 179 －

雑損失 123 9

営業外費用合計 303 9

経常利益 9,030 52,821

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 135

製品保証引当金戻入額 － 209

特別利益合計 － 344

特別損失

固定資産除却損 － 21

特別損失合計 － 21

税引前四半期純利益 9,030 53,145

法人税、住民税及び事業税 145 145

法人税等調整額 － 2,359

法人税等合計 145 2,504

四半期純利益 8,885 50,640
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 136,609 173,529

売上原価 46,883 53,923

売上総利益 89,725 119,605

販売費及び一般管理費 ※
 72,042

※
 81,597

営業利益 17,683 38,008

営業外収益

受取利息 71 69

未払配当金除斥益 544 －

雑収入 4 11

営業外収益合計 620 80

営業外費用

雑損失 122 －

営業外費用合計 122 －

経常利益 18,181 38,088

特別利益

貸倒引当金戻入額 △173 △622

製品保証引当金戻入額 △61 △16

特別利益合計 △235 △639

税引前四半期純利益 17,945 37,449

法人税、住民税及び事業税 72 72

法人税等調整額 － △256

法人税等合計 72 △184

四半期純利益 17,873 37,633

EDINET提出書類

株式会社エイジア(E05513)

四半期報告書

19/31



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 9,030 53,145

減価償却費 5,645 8,188

商標権償却 33 33

株式報酬費用 － 867

貸倒引当金の増減額（△は減少） 325 △135

賞与引当金の増減額（△は減少） △558 114

製品保証引当金の増減額（△は減少） 65 △209

本社移転損失引当金の増減額 (△は減少) － △6,880

受取利息及び受取配当金 △142 △116

固定資産除却損 － 21

売上債権の増減額（△は増加） △15,957 9,505

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,110 △2,206

仕入債務の増減額（△は減少） △2,853 △11,837

長期前受収益の増減額（△は減少） △1,025 △2,099

その他の流動資産の増減額（△は増加） 3,765 △125

その他の固定資産の増減額（△は増加） 154 △1,464

その他の流動負債の増減額（△は減少） 834 △3,181

その他 301 13

小計 △1,493 43,632

利息及び配当金の受取額 142 116

法人税等の支払額 △25 △145

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,376 43,604

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,048 △3,029

有形固定資産の取得による支出 △3,285 △17,423

無形固定資産の取得による支出 △112 △1,596

貸付けによる支出 － △300

貸付金の回収による収入 280 80

差入保証金の回収による収入 280 17,312

その他 61 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,825 △4,956

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △20,715 －

配当金の支払額 △14 △6,580

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,729 △6,580

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △27,931 32,066

現金及び現金同等物の期首残高 409,792 373,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 381,860

※
 405,402
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期

純利益は、それぞれ1,056千円減少しております。

【表示方法の変更】

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期貸借対照表）

　前第２四半期会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「繰延税金負債」は、重要性が

増加したため、当第２四半期会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期会計期間の固定負債の

「その他」に含まれる「繰延税金負債」は3,960千円であります。

　

【簡便な会計処理】

　一部の項目について簡便な会計処理を適用しておりますが、重要なものはありません。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、27,114千円であ

　　ります。

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、23,296千円であ

　　ります。

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

給与手当 53,102千円

賞与引当金繰入額 4,548千円

貸倒引当金繰入額 388千円

製品保証引当金繰入額 65千円

給与手当 47,666千円

賞与引当金繰入額 4,564千円

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

給与手当 25,889千円

賞与引当金繰入額 3,344千円

貸倒引当金繰入額 388千円

製品保証引当金繰入額 65千円

給与手当 23,947千円

賞与引当金繰入額 3,391千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在） (平成22年９月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定　 412,102

　預金期間が３か月を超える定

　期預金（積立定期預金）
△30,241

　現金及び現金同等物 381,860

　

 （千円）

　現金及び預金勘定　 435,716

　預金期間が３か月を超える定

　期預金（積立定期預金）
△30,313

　現金及び現金同等物 405,402
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　11,631株

 

　２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　 2,333株　

 

　３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　 867千円

（注）上記ストック・オプションとしての新株予約権は、当第２四半期会計期間末において、権利行使期間

の初日が到来しておりません。　

　

　４．配当に関する事項

　　配当金支払額　

　　
 決議
　

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会　
   普通株式 6,973 750平成22年３月31日　平成22年６月28日　資本剰余金

 

（有価証券関係）

　　　　当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　　当社ではデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（持分法損益等）

　　　　前第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　及び前第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。

　

　　　　当第２四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　　　及び当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　　　　　該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　829千円

売上原価　　　　　　　　 38千円

　

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成22年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 ４名、当社従業員 14名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　850株

付与日 平成22年８月18日

権利確定条件

付与日（平成22年８月18日）以降、権利確定日（平成24年

８月31日）まで継続して勤務していること。なお、新株予

約権の権利行使時において、当社の取締役、監査役及び従

業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年による退職、その他当社取締役会が正当な理由があると

認めた場合はこの限りではない。 

対象勤務期間 自平成22年８月18日　至平成24年８月31日

権利行使期間 自平成24年９月１日　至平成28年８月31日

権利行使価格（円） 43,689

付与日における公正な評価単価（円） 17,100

（企業結合等関係）

　当第２四半期会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年９月30日）

　資産除去債務が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい

変動が認められます。

　変動の内容及び当第２四半期累計期間における総額の増減は次のとおりであります。

　

前事業年度末残高（注） －千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 6,841千円

その他増減額（△は減少） 13千円

当第２四半期会計期間末残高 6,854千円

　

（注）第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、第１四半期会計期間の期首におけ

る残高を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期会計期間（自平成

22年７月１日　至平成22年９月30日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が業績を

評価し経営資源の配分を決定するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品の区分別のセグメントから構成されており、「アプリケーション開発事業」及び「受託開発事

業」の２つを報告セグメントとしております。

　「アプリケーション開発事業」は自社開発によるCRMアプリケーションソフト「WEB CAS(ウェブキャス)」

シリーズの企画・開発・販売・保守、及び「WEB CAS(ウェブキャス)」シリーズを活用したメールマーケ

ティングのプランニング・コンテンツ制作を行っております。「受託開発事業」はウェブサイトの受託開

発、「WEB CAS(ウェブキャス)」シリーズの付加機能開発、企業業務システム・アプリケーションの受託開発

及び画像加工・イラストレーション等を使用したホームページ・ウェブコンテンツの企画・制作を行って

おります。　　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他 合計
アプリケー　
ション開発　事

業

受託開発　
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 229,62795,515325,143 － 325,143
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － － － －

計 229,62795,515325,143 － 325,143

セグメント利益 103,33326,073129,407 － 129,407

　

当第２四半期会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント

その他 合計
アプリケー　
ション開発　事

業

受託開発　
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 126,25747,271173,529 － 173,529
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － － － －

計 126,25747,271173,529 － 173,529

セグメント利益 60,266 13,93274,198 － 74,198
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）　

当第２四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 129,407

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用（注） △76,844

四半期損益計算書の営業利益 52,563

　

当第２四半期会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 74,198

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用（注） △36,190

四半期損益計算書の営業利益 38,008

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 58,769.66円 １株当たり純資産額 54,142.16円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 843.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5,446.39円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額　
5,413.78円

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 8,885 50,640

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 8,885 50,640

期中平均普通株式数（株） 10,537 9,298

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 56

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　　　　　　

 ──

　　　　　　　　　

 ──

　

EDINET提出書類

株式会社エイジア(E05513)

四半期報告書

27/31



前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,736.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 4,047.52円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
4,039.26円

 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 17,873 37,633

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 17,873 37,633

期中平均普通株式数（株） 10,292 9,298

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 19

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前事業年度末から重要な変動があったも

のの概要

　　　　　　　　　

 ──

　　　　　　　　　

 ──

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

（リース取引関係）

  著しい変動がないため記載を省略しております。

　　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

株式会社エイジア

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 尾関　  純　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイジアの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第15期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイジアの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　(注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　

　　　　　　 期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月11日

株式会社エイジア

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 尾関　  純　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エイジアの

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エイジアの平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２

四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　(注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　　　

　　　　　　 期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社エイジア(E05513)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	（２）四半期損益計算書
	第２四半期累計期間
	第２四半期会計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

